
千葉市監査委員告示第３号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、定期監査及

び財政援助団体等監査の結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通

知がありましたので、公表します。 

 

    平成２８年３月２２日 

 

千葉市監査委員 清 水 謙 司 

同       宮 原 清 貴 

同       村 尾 伊佐夫 

同       森   茂 樹 



２７千総総第９００号 

平成２８年３月１７日 

 

 千葉市監査委員 清 水  謙 司 様 

 同       宮 原 清 貴 様 

 同       村 尾 伊佐夫 様 

 同       森   茂 樹 様 

 

千葉市長 熊 谷 俊 人   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 

 平成２６年度監査報告第１０号、平成２７年度監査報告第７号及び第８号により報告のあ

った監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１

９９条第１２項の規定により別紙のとおり通知します。 
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報告書番号 ２６監査報告第１０号 

監査の種類 財務定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）収入事務 

  ア 督促状の送達を適正に行うべきもの

（経済農政局） 

    予算会計規則第３７条第１項による

と、調定した歳入について納期限を過

ぎても納入に至らないものがあるとき

は、納期限後２０日以内に督促状によ

り督促しなければならないとされてい

る。 

    しかしながら、千葉競輪場の売店貸

付料等については、債務者から納期限

までに納付されなかったにもかかわら

ず、督促を行っていなかった。 

    督促状の送達については、規則に基

づき適正に行われたい。 

 

 

 

 

 督促状の送達については、予算会計規則に

基づき適正に行うよう所属長から職員に対

して周知徹底を図った。 

 なお、調定した歳入のうち納期限を過ぎて

も納入されなかったものについては、平成 

２８年２月までに督促状により督促を行っ

た。 

 

（２）支出事務 

  ア 債務負担行為の設定を適正に行うべ

きもの（経済農政局） 

    地方自治法第２１４条によると、歳

出予算の金額、継続費の総額又は繰越

明許費の金額の範囲内におけるものを

除くほか、普通地方公共団体が債務を

負担する行為をするには、予算で債務

負担行為として定めておかなければな

らないとされている。 

    また、一般的に特定の相手方と、補

助金の支出や利子補給を、契約締結年

度を超える一定期間継続して行うこと

を内容とする契約を締結して行うので

あれば、債務負担行為の設定を必要と

するとされている。 

    しかしながら、企業立地促進融資制

度利子補給及び中小企業資金融資利子

補給については、毎年度の歳出予算の

計上は適正に行われているものの、取

扱金融機関の融資実行に当たり、複数

年度にわたる利子の補給を前提として

融資制度の利用を承認しているにもか

 

 

 

 企業立地促進融資制度利子補給及び中小

企業資金融資利子補給に係る債務負担行為

の設定については、平成２８年度当初予算に

おいて、年度を超える利子補給金の交付に関

し、債務負担行為を設定した。 
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かわらず、年度を超える利子補給金の

交付に関し債務負担行為を設定してい

なかった。 

    債務負担行為の設定については、本

市が将来負担する債務の全体像の把握

に資することから、適正に行われたい。 
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報告書番号 ２７監査報告第８号 

監査の種類 財務定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）収入事務 

  ア 斎場における使用料の減免を適正に

行うべきもの（保健福祉局） 

    決裁規程別表第１によると、減免基

準の明確でない歳入の減免について

は、部長が専決することができるとさ

れており、また、減免基準の明確な歳

入の減免については、課長が専決する

ことができるとされている。 

    しかしながら、斎場における使用料

の減免については、減免に係る要綱等

の基準が整備されていないにもかかわ

らず、課長が専決していた。 

    使用料の減免については、事務執行

の統一性、公平性、明確性等を確保す

るため、要綱等を整備するなど適正に

行われたい。 

 

 

 

 

 使用料の減免については、平成２７年１２

月２５日に保健福祉局長から保健福祉局各

所属長に対し文書で通知し、原則、要綱等の

減免基準を定めることなど所属職員へ周知

徹底を図った。 

 また、斎場における使用料の減免について

は、平成２７年１２月１日に要綱を整備し、

以後、当該要綱に基づき、減免を適正に行っ

ている。 

  オ 督促状の送達を適正に行うべきもの 

（稲毛区役所、若葉区役所） 

予算会計規則第３７条第１項による

と、調定した歳入について納期限を過ぎ

ても納入に至らないものがあるときは、

納期限後２０日以内に督促状により督

促しなければならないとされている。 

しかしながら、生活保護法第６３条 

に基づく返還金及び同法第７８条に基

づく徴収金の一部の歳入については、債

務者から納期限までに納付されていな

かったにもかかわらず、督促を行ってい

なかった。 

督促状の送達については、規則に基 

づき適正に行われたい。 

 

 

 

 督促状の送達については、予算会計規則に

基づき適正に行うよう所属長から職員に対

して周知徹底を図った。 

 なお、調定した歳入のうち納期限を過ぎて

も納入されなかったものについては、平成２

８年１月までに督促状により督促を行った。 
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カ 過誤払いに係る返納金の調定を適正

に行うべきもの（若葉区役所） 

    予算会計規則第２６条第３項第１号

によると、過誤払いとなった金額等を

返納させる場合に、当該年度の出納閉

鎖期日までに納入されない当該返納金

については、翌年度の歳入として出納

閉鎖期日の翌日に調定しなければなら

ないとされている。 

しかしながら、心身障害者福祉手当返

納金については、翌年度の歳入として４

月１日に調定を行っていた。 

    過誤払いに係る返納金の調定につい

ては、規則に基づき適正に行われたい。 

 

 

 

 過誤払いに係る返納金の調定については、

平成２７年１１月に区長が高齢障害支援課

長を予算会計規則に基づき適正に行うよう

指導した。これを受け、同課長は同年１２月

から、毎月、所属職員に返納金の収納及び督

促の状況を報告させ、出納閉鎖期日の５月の

報告の際に、納入されない返納金について

は、出納閉鎖期日の翌日に翌年度の歳入とし

て調定を行うよう課内で確認することとし

た。 

 

（２）支出事務 

ア 広告事業に係る歳入歳出の経理処理

を適正に行うべきもの（若葉区役所） 

地方自治法第２１０条によると、一会

計年度における一切の収入及び支出は、

すべてこれを歳入歳出予算に編入しな

ければならないとされている。 

しかしながら、母子健康手帳別冊作成

業務委託及び若葉区若年世代定住化促

進リーフレット製作業務委託について

は、契約において、広告料を受託者の収

入とし、作成費から広告料収入相当額を

相殺した額を委託料としているが、相殺

額に係る歳入歳出の経理処理が行われ

ていなかった。 

広告事業に係る歳入歳出については、

総計予算主義の原則により、収入及び支

出の実態を把握し、市の事業に係る予算

の全貌を明らかにすることが求められ

ることから、適正な経理処理を行われた

い。 

 

 

 

 

 広告事業に係る歳入歳出の経理処理につ

いては、総計予算主義の原則により収入及び

支出の実態を把握し、適正に行うよう所属長

から職員に対して周知徹底を図った。 
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  ウ 単価契約に係る支出を適正に行うべ

きもの（保健福祉局） 

    動物保護指導センターで使用する医

薬材料の購入及び保健所総務課が委託

している原爆被爆者定期健康診断に伴

う血液検査については、項目ごとに単

価を設定し、実績に応じて算出した額

を支出する単価契約の方式により支出

を行っている。 

    しかしながら、当該支出については、

契約書において単価を定めているにも

かかわらず、契約の相手方から、契約

書で定めた単価とは異なる単価で請求

がなされ、これに基づき支出を行った

結果、支出額が過大又は過少となって

いる事例が見受けられた。 

    単価契約に係る支出については、契

約書と請求書との照合確認を徹底する

など、適正に行われたい。 

 

 

 

 単価契約に係る支出については、平成２７

年１２月２５日に保健福祉局長から保健福

祉局各所属長に対し文書で通知し、単価契約

については、請求がなされる度に、契約書に

より契約単価の照合を行い、請求額の確認を

行うことなど所属職員へ周知徹底を図った。 

 また、当該契約の所管課においては、支出

負担行為伺書の添付書類を見直すなどの対

応を図るとともに、請求書と契約書との照合

確認の実施を徹底することとした。 

 

（３）契約事務 

  ア 長期継続契約を適正に行うべきもの

（保健福祉局） 

    地方自治法第２３４条の３による

と、普通地方公共団体は、長期継続契

約として、予算で債務負担行為を設定

することなく、翌年度以降にわたり不

動産を借りる契約等を締結することが

できるとされており、この場合におい

ては、各年度における経費の予算の範

囲内でその給付を受けなければならな

いとされている。 

    また、一般的に建物を賃借し、毎年

定期に定額の賃借料を支払う場合にお

いて、契約に基づく賃借料全額を支払

うことを条件に、建物の所有権が無償

で譲渡されるという内容の建物賃貸借

契約を締結するときは、建物の無償譲

渡を受けるため、賃借料を支払うこと

が義務付けられることから、長期継続

契約として取り扱うべきではないとさ

れている。 

    しかしながら、一部の建物賃貸借契

 

 

 

 長期継続契約については、平成２７年１２

月２５日に保健福祉局長から保健福祉局各

所属長に文書で通知を行い、建物を賃借し、

毎年定期に定額の賃借料を支払う場合にお

いて、契約に基づく賃借料全額を支払うこと

を条件に建物の所有権が無償で譲渡される

内容の建物賃貸借契約を締結するときは、長

期継続契約として取り扱わないよう所属職

員へ周知徹底を図った。 
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約については、契約により、賃貸借期

間終了後、建物を市へ無償譲渡するこ

とを条件としているにもかかわらず、

長期継続契約として契約を締結してい

た。 

    長期継続契約は、各年度における予

算の範囲内でその給付を受けることを

条件に、債務負担行為を設定すること

なく、翌年度以降にわたり契約を締結

することができる予算単年度主義の例

外であることから、適正に行われたい。 

 

（４）財産管理事務 

  ア 郵券の管理を適正に行うべきもの

（保健福祉局） 

    「郵券の適正管理について」（平成

２４年３月２９日付け会計管理者通

知）によると、郵券の管理については、

定められた消耗品出納簿及び物品交付

請求書による取扱いを適正に行うこと

とされており、また、物品取扱員等は、

月末に保管する郵便切手と出納簿上の

残数が一致していることを確認した上

で、所属の物品管理者の確認を受ける

こととされている。 

    しかしながら、地域福祉課及び生活

衛生課においては、郵券の管理に当た

り、定められた消耗品出納簿及び物品

交付請求書による取扱いが適正に行わ

れておらず、通知に基づく物品取扱員

等による在庫確認も行われていないも

のが見受けられた。 

    郵券の管理については、適正に行わ

れたい。 

 

 

 

 

 郵券の管理については、平成２７年１２月

２５日に保健福祉局長から保健福祉局各所

属長に文書で通知を行い、郵券の管理に当た

っては、定められた消耗品出納簿、物品交付

請求書により取り扱うことなど所属職員へ

周知徹底を図った。 

 また、当該郵券の所管課においては、平成

２７年１２月から、消耗品出納簿及び物品交

付請求書による取扱いを適正に行うととも

に、物品取扱員及び物品管理者による在庫確

認を行っている。 

 

 


